
医療法人社団 石鎚会 訪問看護ステーション やすらぎ 

 重要事項説明文書 

１．事業所の概要 

医療法人社団 石鎚会 訪問看護ステーション やすらぎ（以下「事業所」という）の概要は次のとおりです。 
（１）事業所の所在地等 

事業所名 医療法人社団 石鎚会 訪問看護ステーション やすらぎ 
事業所の所在地 京都府京田辺市三山木中央三丁目 3 番地 5 
管理者の氏名 吉田 幸子 
電話番号 ０７７４－６３－５２７６ 
介護保険指定番号 ２６６３２９００１９ 
開設年月 平成１６年１１月１日 
通常の事業の実施

地域 
京田辺市・井手町・精華町・城陽市 

事業所の営業日 月曜日～土曜日（ただし、国民の祝日・休日及び１２／３０午後～１／３を除

く。） 
事業所の営業時間 月曜日～金曜日 ８：３０～１７：００ 土曜日 ８：３０～１３：００ 

また、緊急時訪問看護加算の設定を行われている方は、上記時間帯以外でも連

絡が取れる体制にあります。 
 
（２）職員の配置状況等 

事業所には、以下の職員を配置しています。 
 
１．職員の配置状況 
管理者 常勤兼務 １名 看護職員と兼務 
看護職員 常勤兼務 １名 管理者と兼務 

常勤専従 
非常勤専従 

３名以上 
１名以上 

 

理学療法士 常勤専従 １名以上  
事務員 常勤専従 １名  

 
２．職員の職務内容 
管理者 所属職員を指導監督し、業務の実施状況の把握その他の管理を行うとともに適切な事

業の運営が行われるよう総括します。 
訪問看護計画書及び報告書の作成に関して必要な指導及び管理を行います。 

看護職員 訪問看護サービス計画に伴い訪問看護サービスを行い、その結果の報告及び記録を行

います。 
理学療法士 訪問看護サービス計画に伴い看護業務の一環として、リハビリテーションを行い、そ

の結果の報告及び記録を行います。 
事務員 医療保険の請求事務や、受付業務等を行います。 
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（３）訪問看護事業の目的 
    要支援又は要介護認定の申請を行われ要支援又は要介護の認定を受けられた方に対して、主治医

が必要と認めた場合、利用者様が可能な限り居宅において有する能力に応じた自立した日常生活を

営むことができるよう療養生活を支援し、心身の機能の維持回復を目指すため、ケアプランに基づ

き、適切な看護サービスを提供することを目的といたします。 
（４）訪問看護事業の運営方針 

   １．利用者様の要支援状態又は要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、療養上の目標

を設定して計画的に行うものとします。 
   ２．サービスの提供に当たっては、主治医との密接な連携及び（介護予防）訪問看護計画に基づき、

利用者様の心身機能の維持回復を図るよう妥当適切に行います。 
   ３．サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行い、利用者様又はその御家族様（以下「利用者様

等」という）に対して、療養上必要な事項について理解しやすいように指導又は説明を行います。 
   ４．自ら提供するサービスの質の評価を行うとともに、目標達成の度合いや利用者様等の満足度等

について常に評価を行い、評価に基づく計画の修正等必要に応じて常にその改善を図ります。 
   ５．常に新しい看護技術の進歩に対応するため、事業所内の研修会の開催や事業所外研修会への参

加を積極的に行い、研鑚を行います。 

   ６．サービスの提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもって行います。また、

広く一般に認められていない特殊な看護等は行いません。 
   ７．サービスの提供に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスを提供する者、

居宅介護支援事業所又は地域包括支援センター、介護予防サービス事業所、居宅サービス事業所

等と綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。 
   ８．サービスの提供の終了に際しては、利用者様等に対して適切な指導を行うとともに、主治医及

び居宅介護支援事業者又は地域包括支援センターに対する情報提供並びに保健・医療・福祉サー

ビスを提供する者と密接な連携に努めます。 
   ９．上記の他「介護保険法に基づく指定居宅介護サービスの人員等の基準等に関する条例」（平成２

４年京都府条例第２７号）及び「介護保険法に基づく指定介護予防サービス人員等の基準等に関

する条例」（平成２４年京都府条例第２８号）を遵守します。 
（５）事業所の設備及び備品 

    事業所には、訪問看護事業を行うために必要な広さを有する専用の事務室を設けており、また、

訪問看護の提供に必要な設備及び備品を常備しています。 
（６）サービス提供体制 

事業所では、以下の提供体制を整備しています。 
   １．サービス提供体制強化加算 

イ）全ての看護職員等に対し、看護職員ごとに研修計画を作成し、その計画に従い、研修（外

部における研修を含む。）を実施又は実施を予定しています。 
ロ）利用者様に対する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は看護職員

等の技術指導を目的とした会議を定期的に開催しています。 
ハ）全ての看護職員等に対し、健康診断等を定期的に実施しています。 
ニ）看護職員等の総数のうち、勤続年数３年以上の者の占める割合が３割以上です。 

２．緊急時訪問看護加算に係る体制 
利用者様等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に２４時間対応できる体制

を敷いており、計画的に訪問することになっていない緊急時訪問を必要に応じて行います。この

対応は、利用者様等の同意を得て行います。 
 



３．特別管理加算に係る体制 
特別な管理を必要とする利用者様に対して、（介護予防）訪問看護の実施に関する計画的な管

理を行える体制を敷いています。 
４．ターミナルケア加算に係る体制 

イ）ターミナルケアを受ける利用者様について２４時間連絡できる体制を確保しており、かつ、

必要に応じて、（介護予防）訪問看護を行うことができる体制を整備しています。 
ロ）主治医との連携の下に、（介護予防）訪問看護におけるターミナルケアに係る計画及び支援

体制について利用者様等に対して説明を行い、同意を得てターミナルケアを行います。 
ハ）ターミナルケアの提供について利用者様の身体状況の変化等必要な事項を適切に記録し

ます。 

２．（介護予防）訪問看護の意味及び提供方法等 

（１）（介護予防）訪問看護の意味 
（介護予防）訪問看護は、要支援状態又は要介護状態にあって居宅において介護を受ける利用

者様について、その居宅において、看護職員により行われる療養上の世話又は必要な診療の補助

をいいます。 

（２）訪問看護の内容 
看護介護行為（利用者

様に対して） 
病状の観察（血圧・体温・脈拍の測定・簡易酸素飽和度測定など） 
身体の保清（清拭・洗髪・入浴・口腔ケア・足浴手浴・爪切りなど） 
療養指導（生活上の注意事項・食事指導・排泄に関する対策や指導など） 
精神的支援 苦痛の緩和 

医療的処置行為 創傷及び褥瘡処置 
人工肛門・人工膀胱管理ケア 
経鼻チューブ・胃瘻チューブ管理ケア 
尿道留置カテーテル・自己導尿管理ケア 
在宅酸素療法管理ケア 
在宅人工呼吸器管理ケア 
喀痰の吸引・管理 
内服・点滴・中心静脈カテーテル（ポート含む）の管理 
排泄管理ケア（浣腸・摘便など） 

リハビリ援助行為 拘縮予防・歩行訓練 
言語・嚥下訓練（言語障害・失語症・嚥下障害など） 
認知予防指導（趣味の活用・リハビリテーションなど） 
呼吸機能訓練 

介護者様に対して 介護の方法指導・介護福祉など社会資源の紹介 
褥瘡予防・リハビリの方法・食事指導（介助の工夫・方法など） 
室内環境整備の工夫・安全対策の工夫・感染症に対する対応方法など 
介護者様の健康相談・助言 

（３）（介護予防）訪問看護の提供方法 
事業所は、前記１（４）の「事業の運営方針」の下に、利用者様に対し、以下のように（介護

予防）訪問看護を提供します。 



１．主治医の文書による指示 
事業所は、（介護予防）訪問看護の提供の開始に際し、主治医による指示を文書（指示書）で受

けます。利用者様は指示書発行に当たり、医療機関へ訪問看護指示書料をお支払いいただきます。 
２．（介護予防）訪問看護計画の作成 

利用者様の希望、主治医の指示及び心身の状況等を踏まえて、療養上の目標、当該目標を達成

するための具体的なサービスの内容等を記載した（介護予防）訪問看護計画書を作成します。（介

護予防）訪問看護計画は、介護予防サービス計画又は居宅サービス計画が作成されている場合に

おいては当該計画内容に沿って作成します。 
３．利用者様の同意 

（介護予防）訪問看護計画について利用者様等に説明し、同意を得ます。また、実施状況や評

価についても説明を行います。 
４．（介護予防）訪問看護計画書の利用者様への交付 

（介護予防）訪問看護計画を作成した際には、当該（介護予防）訪問看護計画書を利用者様に

交付します。 
５．（介護予防）訪問看護計画書の主治医への提出 

事業者は、（介護予防）訪問看護計画書を定期的に主治医に提出します。 
６．（介護予防）訪問看護の提供 

事業者は、主治医と密接な連携を図りながら、（介護予防）訪問看護計画書に基づいて（介護予

防）訪問看護を適切に提供します。 
（介護予防）訪問看護の提供に当たる看護職員は、身分証を携行し、初回訪問時及び利用者様

等から求められたときは、これを提示します。 
（介護予防）訪問看護の提供に当たっては、利用者様等に対し、（介護予防）訪問看護の提供内

容等について分かりやすく説明します。 
     緊急時訪問看護、特別管理及びターミナルケアについては前記１の（６）２～４をご参照下さい。 

７．（介護予防）訪問看護報告書の作成及び主治医への提出 
看護職員は、訪問日、提供した看護内容等を記載した（介護予防）訪問看護報告書を作成し、

定期的に主治医に提出します。 
８．（介護予防）訪問看護の実施状況の把握等 

事業所は、（介護予防）訪問看護計画作成後も、他の看護職員が計画に沿ってサービス提供して

いるかの実施状況の把握を行うとともに助言や指導を行い、主治医と密接な連携を図りながら、

必要に応じて（介護予防）訪問看護計画の見直しを行い、利用者様の同意を得て適切に対応いた

します。 

（４）緊急時等の対応 
サービス提供時に、利用者様の病状が急変した場合やその他必要な場合は、速やかに主治医へ

の連絡を行う等の必要な措置を講じます。なお、同時に事業所管理者にも連絡を行い、入院等が

必要となる場合は速やかに対応します。 

（５）要介護認定等の更新申請の援助 
サービス提供の開始に際し、要介護認定等を受けているか否かを確認し、申請が行われていな

い場合は速やかに申請が行われるよう援助します。なお、更新申請の場合は有効期間終了前１カ

月までには申請可能なよう援助します。 
 



（６）サービス提供困難時の対応 
次の理由の場合等では、ご訪問できない場合があります。その場合は、主治医と相談の上、他

の居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、（介護予防）訪問看護事業所等をご紹介させてい

ただきます。 
１．事業所内の看護職員数や業務量から判断して利用申込みに応じきれない場合 
２．利用申込者様の居住地が通常の事業の実施地域以外の場合 
３．利用者様の病状等により適切な（介護予防）訪問看護の提供ができないと、判断された場合 
４．利用者様が当事業所職員の同居家族である場合 

３．利用料等の額及び支払方法 

（１）サービスを提供した場合の利用料（別紙参照）は、厚生労働大臣が定める基準により（介護予防）

訪問看護の額の１割～３割をご負担いただきます。なお、市町村等減額認定証等お持ちの方は、そ

の証に記載する負担額が利用料となります。 

（２）利用料等の支払いを受ける場合には、利用者様等に対して当該サービスの内容及び費用について

説明を行い、利用者様等の同意を得るものといたします。なお、利用料等の支払いを受けた場合、

利用料内容区分が明確な領収証を発行いたします。 

（３）その他の費用が必要となる場合にはその都度ご説明させていただきます。 

（４）交通費については、通常の事業の実施地域外の場合は一律５００円を徴収します。 

（５）その他衛生材料等の費用の徴収が必要となった場合は、その都度協議して利用者様に説明し同意

を得たものに限り徴収させていただきます。 

（６）死後の処置をさせていただいた場合は、１６，５００円ご請求させていただきます。 

（７）当月の料金合計金額を翌月上旬にご請求させていただきますので、現金支払い・口座振替・銀行

振り込みにてお支払いください。 

（８）事業者は、介護保険法その他の制度の変更があった場合、物価の上昇その他のやむを得ない事由

が生じた場合には、それぞれの額を変更することができるものとし、その際には利用者様に対し、

事前に変更及び内容を説明し、同意を得るものとします。 

４．訪問看護利用に当たっての留意事項 

 （１）医療保険の訪問看護の対象 
以下の疾病等の場合は、医療保険の訪問看護の対象となるため、介護保険の訪問看護は利用で

きません。この場合には、事業所とご相談下さい。 
末期の悪性腫瘍、多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性

症、ハンチントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、

大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ３以上で

あって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る。）をいう。）多系統萎縮症（線条体黒質変性

症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。）プリオン病、亜急性硬化性全

脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎

症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頚髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態。 



 （２）主治医の特別指示がある場合 
主治医が、利用者様が急性憎悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別指

示（特別指示書の交付）を行った場合は、公布の日から１４日間を限度として医療保険の対象と

なるため、この間、介護保険の訪問看護は利用できません。この場合には事業所とご相談下さい。 

 （３）正確な情報のご提供 
利用者様の心身の状況等に応じた適切なサービスを提供するために、利用者様の心身の状況等

利用者様に関する正確な情報をご提供下さい。 

 （４）禁止行為 
訪問看護の利用に当たっては、次に掲げる行為は行わないで下さい。 

１．看護職員等の心身に危害を及ぼす行為 
２．事業者又は事業所の運営に支障を与える行為 
３．以上のほか、訪問看護の提供を困難にする行為 

５．（介護予防）訪問看護の利用の中止（キャンセル） 

（１）利用者様は、事業所に対して、サービス提供の２４時間前までに通知することにより、料金を

負担することなくサービスの利用を中止することができます。 
（２）利用者様がサービス実施日の２４時間前までに通知せず訪問時不在だった場合は、事業所は利

用者様に対して一律 １，０００円を請求することができます。この場合の料金は他の料金と合

わせてご請求いたします。 

６．（介護予防）訪問看護契約の契約期間 

利用者様と事業者との（介護予防）訪問看護の提供に関する契約（以下「（介護予防）訪問看護契

約」という。）の契約期間は、契約で定めた日から利用者様の要支援認定・要介護認定の有効期間満了

日までとします。契約期間の満了により、（介護予防）訪問看護契約は終了します。なお、契約満了日

の１カ月前までに、利用者様から事業者に対して、契約終了の申し出がない場合は、同一の条件で契

約は自動更新されるものとします。 

７．（介護予防）訪問看護契約の終了 

（１）利用者様は、事業者に対して、契約終了希望日の１週間前までに、申し出ることにより、この

契約を解約することができます。ただし、利用者様の急変、入院等やむを得ない事情がある場合

は、契約終了日の１週間以内の通知でもこの契約を解約することができます。 

（２）事業者は、やむを得ない事情がある場合、利用者様に対して、契約終了日の１カ月前までに理

由を示した文書で通知することにより、この契約を解約することができます。 

（３）次の事由に該当した場合は、利用者様は文書で通知することにより、直ちにこの契約を解約す

ることができます。 
１．事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合 
２．事業所が守秘義務に反した場合 
３．事業所が利用者様等に対して社会通念を逸脱する行為を行った場合 
４．事業所が破産した場合 



（４）次の事由に該当した場合は、事業者は文書で通知することにより、直ちに契約を解除すること

ができます。  
１．利用者様のサービス利用料金の支払いが２カ月以上遅滞し、料金を支払うよう催告したにも

かかわらず、２週間以内に支払われない場合 
２．利用者様等（契約者及び三親等内の親族含む）が事業所や職員に対して、本契約を継続し難

いほどの不信行為を行った場合 

（５）次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了いたします。 
１．利用者様の要支援・要介護度区分が非該当（自立）と認定された場合 
２．主治医が訪問看護の必要性がないと認めた場合 
３．利用者様が介護老人福祉施設、介護保健施設又は介護療養型医療施設に入所した場合 
４．利用者様が入院し、およそ３ケ月間ご利用実績がない場合 
５．利用者様が死亡した場合 
６．およそ３ケ月間ご利用実績がない場合 

（６）事業者は、（介護予防）訪問看護契約の終了に際し、利用者様等に対して適切な指導を行うとと

もに主治医及び居宅介護支援事業所又は地域包括支援センターに対する情報提供並びに保健・医

療・福祉サービスとの連携に努めます。 

８．虐待防止について 

 （１）事業所は、利用者様の人権の擁護・虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業

者に対し研修を実施する等の措置を講ずるよう努めます。 

９．ハラスメント対策 

 （１）事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを目指します。 
 （２）利用者様が事業所の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行為、セクシャ

ルハラスメントなどの行為を禁止します。 

１０．差別的発言 

 （１）利用者様等からの人種・体格・性別等に対する差別的発言は固くお断りします。職員への差別的発

言により、サービス提供の中断や契約の解除を行う場合があります。相互の信頼関係を築くために

も、ご協力をお願いします。 

１１．感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

 （１）事業所は、当事業所において感染症又は食中毒が発生、又はまん延しないように、研修並びに感染

症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する等の措置を講ずるよう努めます。 



１２．業務継続計画の策定等 

 （１）事業所は、感染症や非常災害の発生において、利用者様に対するサービスの提供を継続的に実施す

るため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定し、当該業務継続計画に従い

必要な研修及び訓練を定期的に実施する等の措置を講ずるよう努めます。 

１３．身体的拘束等の適正化 

 （１）事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者様の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束その他利用者様の行動を制限する行為を行いません。 

 （２）やむを得ず身体拘束等（ベッド柵、ミトン等）を行う場合には、緊急やむを得ない理由及び時間、

その際の利用者様の心身の状況並びにその他必要な事項を記録します。 

１４．守秘義務及び個人情報の取扱い 

（１）守秘義務 
事業所は、（介護予防）訪問看護を提供する上で知り得た利用者様等に関する秘密を正当な理

由なく第三者に漏洩しません。契約が終了した後も同じです。なお、この取扱いは職員でなく

なった日以降も同様です。 

（２）個人情報の取扱い 
１．個人情報の利用目的 
利用者様等の個人情報の利用目的は、後記の「個人情報の利用目的」のとおりです。 

２．個人情報の第三者提供 
利用者様等の個人情報は、後記の「個人情報提供同意書」により同意を得た上で、主治医等の

第三者に提供します。 

１５．苦情への対応 

（１）事業者の苦情対応体制 

サービス相談窓口責任者 管理者 吉田 幸子  ０７７４－６３－５２７６ 

苦情受付体制 相談窓口   医療法人社団 石鎚会  
診療支援部 渉外課長  

受付時間   月曜日～金曜日 ９：００～１７：００ 
       土曜日     ９：００～１３：００ 
       （ただし、国民の祝日・休日及び１２／３０午後

～１／３を除く。） 
ＴＥＬ    ０７７４－６３－１１１１ 
ＦＡＸ    ０７７４－６３－２３６３ 

（２）事業所の苦情への対応 



１．サービス提供に際して生じる利用者様からの相談、苦情については、窓口を設置し自ら提供

したサービス等に関する利用者様の要望、苦情等に迅速かつ適切に対応します。なお、苦情や

相談等については、事業所及び法人内で検証し、その対応策や今後のサービス提供の参考とし

て活用します。 
２．提供したサービスに関して市町村から文書その他物件の提出や提示、質問、照会等には即対

応するとともに、助言や指導を受けた場合はそれに従い改善策を講じます。 
３．利用者様からの苦情について国保連合会へ申し立てを求められた場合は、利用者様に対して

必要な援助を行います。なお、国保連合会から文書その他物件の提出や提示、質問、照会等に

は即対応するとともに、助言や指導を受けた場合はそれに従い改善策を講じます。 

（３）行政機関その他の苦情受付機関 
当事業所以外に保険者である市町村の相談、苦情窓口や京都府国民健康保険団体連合会の苦

情処理窓口に苦情を伝えることができます。 
 

京都府国民健康保険団

体連合会  
介護保険介護相談係 

受付時間  月曜日～金曜日 ９：００～１７：００ 
住所    京都府京都市下京区烏丸通四条下ル水銀屋町６２０番地 
ＴＥＬ   ０７５－３５４－９０９０ 
ＦＡＸ   ０７５－３５４－９０５５ 

京田辺市役所  
健康福祉部高齢介護課 

受付時間  月曜日～金曜日 ８：３０～１７：１５ 
住所    京都府京田辺市田辺８０ 
ＴＥＬ   ０７７４－６４－１３７３ 
ＦＡＸ   ０７７４－６３－５７７７ 

井手町役場 
高齢福祉課 

受付時間  月曜日～金曜日 ８：３０～１７：１５ 
住所    京都府綴喜郡井手町井手南玉水６７ 
ＴＥＬ   ０７７４－８２－６１６５ 
ＦＡＸ   ０７７４－８２－５０５５ 

精華町役場 
福祉課 

受付時間  月曜日～金曜日  ８：３０～１２：００ 
１３：００～１７：００ 

住所    京都府相楽郡精華町大字南稲小字北尻７０番地 
ＴＥＬ   ０７７４－９５－１９０４ 
ＦＡＸ   ０７７４－９５－３９７４ 

城陽市役所 
福祉課保健部高齢介護

課 

受付時間  月曜日～金曜日 ８：３０～１７：００ 
住所    京都府城陽市寺田東ノ口１６ 
ＴＥＬ   ０７７４－５６－４０４３ 
ＦＡＸ   ０７７４－５６－４０３２ 

１６．事故発生時の対応 

 （１）緊急連絡その他必要な措置 
サービス提供時に事故等が生じた場合については、速やかに利用者様の御家族様、市町村、京都

府、主治医、利用しているサービス事業所等に連絡を行うとともに、事業所内事故発生時対応マニ

ュアルに則り、必要な措置を講じます。 



 （２）事故原因の分析と再発防止策 
事業者は、事故の原因を解明し、再発を防ぐための対応策を講じます。 

 （３）損害賠償 
事業者は、その事故が事業所の責任として明確な場合は損害賠償を含めて必要な対応を行います。 

１７．（介護予防）訪問看護の提供記録 

 （１）記録の整備保存 
サービスを提供した際には、サービスの提供に関する諸記録を整備し以下の書類については、完

結の日から５年間保存します。 
１．（介護予防）訪問看護計画書及び（介護予防）訪問看護報告書 
２．提供した個々の（介護予防）訪問看護に係る記録 
３．市町村への通知に係る記録 

 （２）記録の閲覧又は謄写 
サービスを提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者様

からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者様に対して

提供します。その他適切な方法とは、例えば、利用者様の用意する手帳等に記載するなどの方法で

す。 

１８．その他 

 （１）看護職員は、年金の管理、金銭貸借等の金銭の取扱いはいたしかねますので、ご了承くださ

い。独居等の理由により金銭管理が必要となる場合は、市町村社会福祉協議会等担当窓口をご紹

介いたします。 

（２）看護職員等に対する贈り物や飲食等のおもてなしは、固くお断りいたします。 

（３）当事業所は看護学生の実習を受け入れておりますので、学生の同行訪問やそれに伴う個人情報

の利用等にご協力お願い致します 

（４）看護職員等の清潔の保持及び健康状態について常に管理しております。特に訪問の際の予防対

策については、万全の対策を講じております。 
 
 
 

事業者は、以上の重要事項につき説明し、利用者はこれに同意しました。  
（事業者説明者） 
（利用者）        署名捺印は署名欄へ 
（利用者代理人）   
 

 
 



訪問看護契約書 
 

              様（以下「利用者様」という）と前記の重要事項説明書（以下、「重要事項」

という）の１記載の 医療法人社団 石鎚会（以下「事業者」という）は、次の通り契約（以下「本契

約」という）を締結します。 

（契約の目的） 
第１条 事業者は、利用者様に対し、介護保険法に従い、利用者様が可能な限りその居宅において、その

有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるように、重要事項１記載の事業所（以下

「事業所」という）による（介護予防）訪問看護を提供することを目的といたします。 

（訪問看護の意味） 
第２条 訪問看護の意味は、重要事項２（１）記載のとおりとします。 

（訪問看護の提供方法） 
第３条 事業者は、利用者様に対し、重要事項２（３）記載の提供方法に従い、訪問看護を提供します。 

（緊急時等の対応） 
第４条 事業者は、重要事項２（４）記載のとおり、現に訪問看護の提供を行っている時に利用者様に病

状の急変等が生じた場合には、速やかに主治医への連絡を行い指示を求める等の必要な措置を講じ

るものとします。 

（要介護認定等更新申請の援助） 
第５条 事業者は、利用者様に対し、重要事項２（５）記載のとおり、必要と認めたときは、要介護認定

等の更新の申請がなされるよう、必要な援助を行うものとします。 

（利用料等の支払及び変更） 
第６条 利用者様は、事業者に対し、重要事項３（１）～（６）記載の利用料等を同３（７）記載の支払

方法に従って支払うものとします。 
２．事業者は、重要事項３（８）記載のとおり、利用料等の額を変更することができるものとします。 

（利用者様の留意事項） 
第７条 利用者様は、重要事項４記載の各留意事項に従い、訪問看護を利用するものとします。 

（訪問看護の利用中止） 
第８条 利用者様は、重要事項５（１）記載のとおり、訪問看護の利用を中止する２４時間前までに申し

入れる事により、訪問看護の利用を中止することができます。 
２．前項の期限までに訪問看護の利用の中止を申し入れることなく、利用者様がその利用を中止した

場合には、利用者様は、事業者に対し、重要事項５（２）記載のとおり、キャンセル料として一律

１，０００円を支払うものとします。 

（本契約の契約期間） 
第９条 本契約の契約期間は、    年  月  日から利用者様の要支援認定・要介護認定の有効期

間満了日までとします。 
２．前項の契約期間満了日までに、利用者様から事業者に対して、契約終了の申し出がない場合には、

重要事項６記載のとおり、本契約と同一の条件で契約は自動更新されるものとします。 



（本契約の終了） 
第１０条 本契約は、前条の契約期間中であっても、重要事項７記載のとおり、いずれかの事由が生じた

ときは、終了します。 

（契約終了の際の連携等） 
第１１条 事業者は、重要事項７（６）記載のとおり、本契約の終了に際し、利用者様等に対し適切な指

導を行うとともに、主治医及び居宅介護支援事業所又は地域包括支援センターに対する情報提供

並びに保健・医療・福祉サービスとの連携に努めるものとします。 

（虐待防止について） 
第１２条 事業所は、重要事項８記載のとおり、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずるよう努めます。 

（ハラスメント対策） 
第１３条 事業所は、重要事項９（１）記載のとおり、事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組

み、職員が働きやすい環境づくりを目指します。 
２．事業所は、重要事項９（２）記載のとおり、利用者が事業所の職員に対して行う、暴言・暴力・

嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行為、セクシャルハラスメントなどの行為を禁止します。 

（差別的発言） 
第１４条 事業所は、重要事項１０（１）記載のとおり、利用者様等からの人種・体格・性別等に対する

差別的発言は固くお断りします。職員への差別的発言により、サービス提供の中断や契約の解除

を行う場合があります。相互の信頼関係を築くためにも、ご協力をお願いします。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 
第１５条 事業所は、重要事項１１（１）記載のとおり、事業所は当事業所において感染症又は食中毒が

発生、又はまん延しないように、研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期

的に実施する等の措置を講ずるよう努めます。 

（業務継続計画の策定等） 
第１６条 事業所は、重要事項１２（１）記載のとおり、事業所は感染症や非常災害の発生において、利

用者様に対するサービスの提供を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な研修及び訓練を定期的に実施する等の

措置を講ずるよう努めます。 

（身体的拘束の適正化） 
第１７条 事業所は、重要事項１３（１）記載のとおり、事業所は、サービスの提供に当たっては、利用

者様の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者様の

行動を制限する行為を行いません。 
２．事業所は、重要事項１３（２）記載のとおり、やむを得ず身体拘束等（ベッド柵、ミトン等）を

行う場合には、緊急やむを得ない理由及び時間、その際の利用者様の心身の状況並びにその他必

要な事項を記録します。 

（守秘義務等） 
第１８条 事業所は、重要事項１４（１）記載のとおり、（介護予防）訪問看護を提供する上で知り得た利

用者様等に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏洩しません。本契約が終了した後も同様とし

ます。 



２．事業所は、重要事項１４（２）記載のとおり、利用者様等の個人情報を取り扱います。 

（苦情への対応） 
第１９条 事業者は、重要事項１５記載のとおり、（介護予防）訪問看護の提供に関する苦情に対応しま

す。 

（事故発生時の対応） 
第２０条 事業所は、（介護予防）訪問看護の提供により事故が発生した場合は、重要事項１６（１）及び

（２）記載のとおり、必要な措置を講じるものとします。 

（損害賠償責任） 
第２１条 事業者は、事業所の責めに帰すべき事由により本契約の各条項に規程する義務に違反し、これ

によって利用者様に損害を生じさせたときは、重要事項１６（３）記載のとおり、利用者様に対

し、その損害を速やかに賠償します。 

（記録の整備保存等） 
第２２条 事業所は、重要事項１７（１）記載のとおり、利用者様に対する（介護予防）訪問看護の提供

に関する記録を整備し、保存します。 
２．利用者様は、事業者に対し、重要事項１７（２）記載のとおり、前項の記録の閲覧又は謄写を請

求できます。 

（協議事項） 
第２３条 本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者と利用者様は、介護保

険法その他関係法令の定めるところに従い、誠意をもって協議するものとします。 

（裁判管轄） 
第２４条 本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者様及び事業所は、利用者様の住所を管轄

する裁判所を第一管轄裁判所とすることを予め合意します。 
 
 
 

本契約の成立を証して、本契約書２通を作成し、事業者及び利用者様が各１通保有します。 

（利用者様） 
（利用者代理人）   署名捺印は署名欄へ 
（事業者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



個人情報の利用目的 
 

医療法人社団 石鎚会は、利用者様等の関係者の個人情報を、以下の目的に必要な範囲で利用させてい

ただきます。 
 

（１）訪問看護、介護予防訪問看護を提供するため 
① 訪問看護、介護予防訪問看護（以下「訪問看護サービス等」という）の利用申込みに係

る調整及び利用に係る契約締結のため 
② 訪問看護サービス等を提供する上で解決すべき課題を把握するため 
③ （介護予防）訪問看護計画等の介護サービスに係る計画を作成するため 
④ 訪問看護サービス等の提供に関わる職員に対する情報伝達、指示監督のため 
⑤ 市町村、他の介護サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供す

る者との間で協議、照会その他連絡調整を行い、必要な連携を行うため。 
⑥ 利用者様の状況及び訪問看護サービス等の実施状況を把握し、利用者様等に説明するた

め 
⑦ 利用者様の病状が急変した場合又は利用者様に事故が発生した場合の関係者への連絡、

対応のため 
⑧ 訪問看護サービス等の評価を行うため 
⑨ 訪問看護サービス等の質の維持向上のため事業者内で調査研究及び職員研修を行うため 
⑩ 以上のほか、訪問看護サービス等の提供に必要な事務のため 

 
（２）介護報酬等を請求し、支払いを受けるため 

① 市町村又は審査支払機関に介護報酬又は診療報酬を請求し、支払いを受けるため 
② 市町村又は審査支払機関からの照会への回答のため 
③ 利用者様に利用料等を請求し、支払いを受けるため 
④ 介護報酬等の計算管理その他会計及び経理事務のため 
⑤ 以上のほか、介護報酬等を請求し、支払いを受けるのに必要な事務のため 

 
（３）市町村等に対し法令で定められた報告等を行うため 

① 訪問看護サービス等の提供により利用者様に事故が発生した場合の市町村及び京都府等

への連絡又は報告のため 
② 市町村又は都道府県知事から報告、帳簿書類の提出等を求められ、又は立ち入り調査を受

けた場合にこれに応じるため 
③ 国民健康保険団体連合会から利用者様の苦情に係る調査への協力又は報告等を求められ

た場合にこれに応じるため 
④ 以上のほか、市町村等に対し、法令で定められた報告等を行うため 

 
（４）その他の目的のため 

① 損害賠償保険の保険会社への連絡又は届出 
② 訪問看護サービス等を学ぶ学生等への実習の協力 

 
 



個人情報提供同意書 

 
（事業者）医療法人社団 石鎚会   御中 

    
    （利用者様） 
    （利用者代理人）   署名捺印は署名欄へ 
    （家族） 

 
 「個人情報の利用目的」に同意するとともに、下記条件に従って、利用者様等の個人情報を提供する

ことに同意します。 
 

 
記 

 
 

（１）提供する目的 
利用者様に対し、適切な訪問看護サービスを提供し、市町村、京都府、他の介護サービス事業者そ

の他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との必要な連携を行うため 
 

（２）提供する個人情報 
事業者が適正に取得した利用者様等の個人情報であって、上記（１）の目的達成に必要なもの 

 
（３）提供する相手 

市町村、他の介護サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者 
 

 
以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



署名欄 

該当する□をチェックして、日付を記入し、署名又は記名します。 
１．事業者署名欄 

説明日    年   月   日  

□訪問看護の提供の開始に際し、ご利用者様に対し、重要事項説明文書により重要事項の説明を行

うとともに、訪問看護契約書、個人情報の利用目的及び個人情報提供同意書につき、それぞれ説

明を行いご利用者様と契約を締結しました。                                                
              

    所在地     京都府京田辺市三山木中央三丁目３番地５ 
事業所     医療法人社団 石鎚会 訪問看護ステーション やすらぎ 
説明者                  印 

 
所在地     京都府京田辺市田辺中央六丁目１番地６ 
事業所     医療法人社団 石鎚会  
事業者代表者  理事長 石丸 庸介    印 
 

   
 

２．ご利用者様ご署名欄 

同意日    年   月   日  

□私は、事業者から、重要事項説明文書によりその重要事項について説明を受け、同意しました。 
 
□私は、事業者から、訪問看護契約書によりその契約内容について説明を受け、同契約書により契

約を締結しました。 
 
□私は、事業者から、個人情報の利用目的及び個人情報提供同意書により、それぞれの内容につい

て説明を受け、いずれについても同意しました。 
  

（利用者本人）  住所                                                   

         氏名                                 

 

 住所                                                   

         氏名                     （続柄      ） 

 
交付日    年   月   日  

 

利用者代理人 
又は 

家 族 代 表 



 


